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表紙 概況、位置図 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、水系名、河川名、渓流名、所在地、調査機関、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

・土石流危険渓流カルテと整合しているか確認する。 

・分割渓流の場合、渓流番号は○○○-1、○○○-2 とし、渓流名は○○沢-1、○○沢-2 のように記載する。 

・危害のおそれのある土地の区域が複数の字及び地割に跨っている場合、所在地の表記は危害のおそれのある

土地の区域を設定する渓流に対して人家等が近い字・地割の順とする（運用マニュアル基礎調査編 1.2 参照）。 

・新規箇所の番号付けは、平成 27 年度実施の「土砂災害危険箇所再確認業務」を参考とする。渓流名につい

ては、取り決めが無いため監督員と協議を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

① 

※参考 新規抽出箇所の番号付け 

・先頭に”Ｎ”を入れ、既往危険箇所と重複しないように、土石流は 001 から通し番号を採番する。 

  土石流：“N”＋市町村番号＋通し番号３桁（001～） 

    ※通し番号は、市町村の単位で採番する。 

② 

②

①

③ 

④

 

③ 

⑤
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③概況図、位置図の○の位置は調査対象箇所と整合しているか。 

・区域を中心として赤丸で示す。 

・位置図（S=1:25,000）では、危害のおそれのある土地の区域の形状を黒枠で示す。 

 

④図名が正しく記載されているか。 

・概況図（S=1:200,000）、位置図（S=1:25,000）を記載する。 

 

⑤国土地理院の電子地形図または、数値地図を使用している旨の文章を記載しているか。 

・地形図は最新の電子地形図または、数値地図を使用する。 

・地理院申請は必要ないが、出所を明示する必要があるため以下の文章を記載する。 

 

 

 

※○○には図郭名を記載する。 
  

国土地理院の電子地形図 200000『○○』及び電子地形図 25000『○○』を掲載 

国土地理院の数値地図 200000(地図画像)『○○』及び数値地図 25000(地図画像)『○○』を掲載 
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様式 1-1 公示履歴等 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査機関、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

・カルテと整合しているか確認する。 

・調査年度は、業務着手時の年度を記載する。 

 

②基礎調査履歴は正しく記載されているか。 

・調査年月は業務の完了月とする。 

・理由は「基礎調査作業として」とする。 

 

③砂防指定地は様式 3-3(2)との整合を確認したか。 

・管内図、台帳等で有無を確認し、「砂防指定地」である場合は指定年月日、告示番号、指定地名称を記載す

る。 

・様式 3-3(2)の法規制区域・地区における「砂防指定地」の有無と整合をとる。 

・様式 3-3(2)は区域設定範囲と砂防指定地の重複の有無を記載するため、必ずしも一致ではない。 

 

④土石流危険渓流の情報は正しく記載されているか。 

・危険渓流区分 ランクが「J」の場合は「土石流危険渓流準ずる」と記載する。 

・新規渓流の場合は空白とする。 

 

① 

①

② 

③ 

④ 

⑥ 

⑤

１巡目基礎調査については、公示履

歴は空白にする。 
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⑤砂防基盤図に関する情報は正しく記載されているか。 

・追加図化および修正図化を実施した場合は、「図化年度」に情報を追加し、「新規・修正の区分」を「修正」

とする。 

 

⑥土砂災害警戒区域等の重複は適切か。 

・公示済箇所のみを記載する。 

→客先に確認するほか、岩手県 HP（http://www2.pref.iwate.jp/~hp0607/）にて情報公開されているため、

そこで確認する。 

・「土砂災害特別警戒区域」が重複すれば、「土砂災害警戒区域」は記入しない。 
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様式 2-1 地形・地質状況等 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③図面の表示縮尺は適切か。 

・流域界全体が表示できているか確認する。 

・A4、1：2,500 で流域界全体が表示できない場合は、区切りのいい縮尺で作成する。 

 

④流域面積は適切か。 

・単位は km2、小数第 3 位を四捨五入し、小数第 2位表示とする。 

・様式 2-3、3-3(1)と整合しているか確認する。 

・流域面積が 0.01km2 以下になる場合は、0.01km2 とする。 

・流域面積が 5km2以上の場合は対象外とする。 

 

 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

①

②

 

⑨ 

⑪ 

①

② 

② ③

⑧ 

⑩

⑫ 
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⑤次数延長は適切か。 

・次数延長は小数第 1 位を四捨五入し、整数表示とする。 

・記載した値が図面と整合しているか確認する。 

⑥施設数は様式 2-2、2-3 と整合しているか。 

・様式 2-2、2-3 の施設数、対策施設工種と一致しているか確認する。 

 

⑦土質的数の値は適切か。 

・各値が基礎調査マニュアル（土-29）と整合しているか確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧基準地点の位置は様式 3-1 と整合しているか。 

 

⑨使用している図面は適切か。 

・砂防基盤図が基準地点上流 200m（もしくは尾根まで）図化されているか確認する。 

・DM がない範囲については、業務実施箇所を網羅する範囲で最も縮尺の大きい図面を使用する。 

 森林基本図、数値地図 25000 等。 

 

⑩想定土石流流出区間の矢印及び番号は正しく記載されているか。 

・様式 4-4 で検討を行った想定土石流流出区間全てについて、矢印と番号を正しく記載しているか確認する。 

 

⑪様式 2-3、4-3 の図面と整合しているか。 

 

 

 

項　目 記　号 単　位 値

礫の密度 σ t/m
3 2.6

水の密度 ρ t/m3 1.2

堆積土砂の内部摩擦角 φ ° 35  ※一般値はφ=30～40°

堆積土砂の容積土砂濃度 C * - 0.6

粗度係数 n - 0.1

 ※3面張りの渓流保全工を流下する場合、渓流保全工部分の粗度係数は0.03とする。

渓流保全工 
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⑫谷次数区分図において、谷地形の抽出もれがないか。 

・砂防基盤図、森林基本図、数値地図 25000 にて谷地形を確認する。 

・谷次数区分はストレーラーの手法により行い、次数区分に間違いがないか確認する。 

  

谷次数区分の手法 

（基礎調査マニュアル土-11） 
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様式 2-2 対策施設の諸元 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②対策施設諸元及び効果評価は適切か。 

・工種については基礎調査マニュアル（土-35・36）を参照する。 

・詳細設計業務の報告書、砂防設備台帳がある場合は、その数値を用いて効果評価を実施する。資料が無い場

合は現地調査結果から取得した値を使用する（運用マニュアル基礎調査編 3.4 参照）。 

・基準地点より下流にある対策施設についても情報を記載する（運用マニュアル基礎調査編 3.7 参照）。 

 

 

施設名称 工　種

土石流捕捉工
・砂防えん堤（透過型）
・砂防えん堤（不透過型）

土石流導流工 ・導流行

土石流堆積工 ・堆積工（遊砂地、沈砂地）

土石流発生抑制工

・砂防えん堤（透過型）
・砂防えん堤（不透過型）
・流路工
・渓流保全工
・床固工
・治山谷止
・山腹工

土石流緩衝樹林帯 ・緩衝樹林帯

土石流流向制御工 ・土石流流向制御工

① 

④

①

② 

③ 
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③対策施設の効果量は様式 2-3、4-4 と整合しているか。 

<様式 2-3>                    <様式 4-4> 

   
 
 
 
 

 

 

 

 

 

④対策施設がない場合、「対策施設なし」とコメントされているか。 

・「対策施設なし」と記載したテキストボックスを添付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式2-2の対策施設工種ごとの効果量の 

合計値と整合するか確認する。 
様式 2-2 の全対策施設の効果量の合計値と整合するか確認する。
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様式 2-3 想定土石流流出区間と土砂量算出諸元  

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③図面の表示縮尺は適切か。 

・流域界全体が表示できているか確認する。 

・A4、1：2,500 で流域界全体が表示できない場合は、区切りのいい縮尺で作成する。 

 

④流域面積が様式 2-1 と整合しているか。 

 

⑤土石流により流下する土石等の値は適切か。 

・想定土石流流出区間に対策施設が存在しない場合、「土石流により流下する土石等の量」は対策施設がある

場合を除いて 1,000m3 以上であるか確認する。 

・「土石流により流下する土石等の量」として「施設効果を考慮した侵食可能土砂量」と「運搬可能土砂量」

を比較し、小さい方の値が採用されているか確認する。 

①

②

③

 

①

④

⑤

⑥ 

⑦ 

⑧

②

⑨ 
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⑥各谷次数における断面調査結果（区間長、侵食可能断面積）が様式 4-4、4-5 の結果と整合しているか。 

<様式 4-4> 

  
 

 

 

 

<様式 4-5> 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

⑦対策施設の効果量は様式 2-2、4-4 と整合しているか。 

 

⑧運搬可能土砂量の値は適切か。 

・運搬可能土砂量は、整数 1 の位を切り上げて 10 の位にする。 

・基準地点の地盤勾配、基準地点における土砂濃度が様式 4-10 と整合するか確認する。 

・計画規模の降水量は、基礎調査マニュアル 土-31～33 を参照する。 

・空隙率は 0.4 とする（基礎調査マニュアル 土-68）。 

・流出補正係数は 0.1 以上 0.5 以下か確認する（基礎調査マニュアル 土-68）。 

 

⑨想定土石流流出区間が図中に明示されているか。 
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様式 2-4 過去の災害実態 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②過去の災害実績について、既往資料やヒアリング等で確認したか。 

・既往資料がないが、現地で災害状況がわかるものについては（斜面が少し崩れた等）、位置や写真を当様式

でとりまとめる。 

 

③災害実績がない場合、「災害実績なし」とコメントされているか。 

・「災害実績なし」と記載したテキストボックスを添付する。 

 

 

  

①

③

①

② 
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様式 2-5 基準地点及び土石流の流下方向の設定 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③図面の表示縮尺は適切か。 

・基準地点から流下経路末端までが表示できているか確認する。 

・A4、1：2,500 で表示できない場合は、区切りのいい縮尺で作成する。 

 

④基準地点の設定根拠は適切か。 

・設定根拠が様式 4-1 と整合しているか確認する。 

・設定根拠に「谷出口/狭窄部出口/扇頂部/土石流氾濫実績/勾配変化点/横断構造物/屈曲部」などの明確なキ

ーワードが記載されているか確認する。 

・縦断勾配も併せて確認し、基準地点を設定する（運用マニュアル基礎調査編 3.1 参照） 

 

① 

①

②

 

 

④

⑤ 

⑦ 

③ 

⑥
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一般的な土石流氾濫開始地点（基礎調査マニュアル 土-4・5） 

 

 

⑤土石流の流下方向の設定根拠は適切か。 

・設定根拠が様式 4-2 と整合しているか確認する。 

・設定根拠に「現況河道/屈曲部越流/直進性/災害実績」などの明確なキーワードが記載されているか確認す

る。 

 

⑥図面に設定根拠が旗揚げされているか。 

・基準地点および流下方向の設定根拠に記載された内容と、旗揚げしたコメントが整合しているか確認する。 

 

⑦基準地点より上流の流下経路は適切か。 

・基準地点より上流の流下経路は、様式 2-3 及び 4-4 で決定した最も土砂量の大きい想定土石流流出区間と整

合しているか確認する。 
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様式 2-6 微地形および人工構造物の状況図  

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③図面の表示縮尺は適切か。 

・区域修正前の設定区域全体が表示できているか確認する。 

・用紙サイズは A4 もしくは A3 とし、1：2,500 で見づらい場合は、区切りのいい縮尺で作成する。 

・様式が複数枚になった場合は、タイトル末尾に(○/○)を追加する。 

 

④区域設定に影響する微地形及び人工構造物等がある場合、正しく図示・コメントされているか。 

・「明らかに土石等が到達しないと認められる土地」がないか確認する（基礎調査マニュアル 土-61）。 

・小山、盛土、河川、用水路、掘割構造・盛土構造をなす鉄道・道路等の人工構造物、段丘、橋梁、暗渠、カ

ルバート等の区域設定に影響をおよぼす可能性がある、または区域には影響はしないが土石流が発生した場合

トラブルスポットとなる可能性のある微地形および人工構造物を図示し、コメントを入れる。 

・DM が見えるように透過させて、微地形の範囲を着色する。 

・微地形及び人工構造物についてのコメントを旗揚げする。 

①

①

②

 

 

③ 

④

⑤
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⑤区域設定に影響する微地形及び人工構造物等がない場合、「区域を規制する微地形等なし」とコメントされ

ているか。 

・区域を規制する微地形等がない場合は、「区域を規制する微地形等なし」と記載したテキストボックスを添

付する。 
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様式 3-1 危害のおそれのある土地、著しい危害のおそれのある土地の設定図 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③区域内に基盤図の不足はないか。 

 

④図面の表示縮尺は適切か。 

・図面の表示縮尺は 1:2,500 とし、危害のおそれのある土地の区域全体が表示できているか確認する。 

・A4 サイズで区域全体が表示できない場合は、1:2,500 で表示できる用紙サイズ（最大 A0 サイズ）で図面を

出力する。 

 

⑤最終の区域形状が表示されているか。 

・最終の区域設定結果が表示されているか確認する。 

※区域設定に修正が発生した場合は特に留意すること。 

・様式 3-4、3-5、3-7 に示した区域と整合しているか確認する。 

①

 

①

②

③ 

④ ⑤ 

⑥ 
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⑥区域の形状は適切か。 

・以下の点に留意し、区域形状を確認する。 

・著しい危害のおそれのある土地の区域が危害のおそれのある土地の区域の外側にはみ出していないか。 

・様式 2-6 で把握した微地形、人工構造物があった場合、著しい危害のおそれのある土地の区域、危害のお

それのある土地の区域の範囲が整合しているか。 

・比高 5m、30°分散が正しく設定されているか。 
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様式 3-2 建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項  

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②最終の計算結果が記載されているか。 

・最終の区域設定結果が表示されているか確認する。 

※区域設定に修正が発生した場合は特に留意すること。 

 

③小数点以下の桁数表示は適切か。 

・小数点以下 2 桁まで表示されているか確認する。 

 

④計算結果が様式 4-10 と整合するか。 

・以下の値が様式 4-10 と整合するか確認する。 

 ①横断測線番号 

 ②土石流の高さ(m) 

 ③土石流の流体力 Fd(kN/m2) 

 ④建築物の耐力 P2(kN/m2)  

<様式 4-10> 

  

 

 

 

 

①

様式 4-10 では小数第 2位を切り上げ 

③ ② ① ④ 

①

② ③ ④ ⑤ 
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⑤様式 3-1 の区域区分と整合がとれているか。 

・土石流の流体力＜建築物の耐力となった測線以降の区域は危害のおそれのある土地の区域となっているか確

認する。 

→局所的に土石流の流体力＞建築物の耐力となる測線もあるが、危害のおそれのある土地の区域の判定となる。 

・土石流の高さが 1ｍ超、流体力が 50kN/㎡超など、著しい危害のおそれのある土地の区域の区分と計算結果

が整合しているか確認する。 

※小数第 2位を切り上げて確認すること。 

・区域区分内の力の評価は、隣接する 2測線のうち下流側の横断側線で計算された値を採用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

力の区分の設定方法 
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土石流の流体力＜建築物の耐力 となり、

測線 No.16 以降は危害のおそれのある

土地の区域となる。 

14 
15 

16 

17 

局所的に土石流の流体力＞建築物の耐力 

となるが、危害のおそれのある土地の

区域となる。 

土石流の高さ 1m 以上 

13 

12 11 

10 

98

7 6 

5 
4 

土石流の高さ 1m 以上 
測線 No.16 以降は危害の

おそれのある土地の区域 
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様式 3-3(1) 危害のおそれのある土地等の調査等 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②危害のおそれのある土地等の面積は正しいか、また様式 2-1 と整合しているか。 

・危害のおそれのある土地の区域の面積は、著しい危害のおそれのある土地の区域を含む面積となる。 

・著しい危害のおそれのある土地の区域が無い場合は、面積には「-(半角:ハイフン、マイナス)」を記載する。 

 

③土地利用の評価は様式 3-5 の平面図と整合しているか。 

 

④危害のおそれのある土地等に含まれる人家、公共的建物及び要配慮者利用施設の戸数の計上は正しいか、ま

た様式 3-4 の平面図と整合しているか。 

・危害のおそれのある土地の区域の人家等戸数は、著しい危害のおそれのある土地の区域を含む人家等戸数と

なる。 

・人家、公共的建物がない場合「0」を記載する。 

 

⑤危害のおそれのある土地等に含まれる公共施設等の状況は正しいか。 

 

⑥警戒避難体制に関する記載内容について、地域防災計画、ヒアリング等で確認したか。 

・資料調査、市町村の担当者にヒアリングを実施し最新情報を記載する。 

※平成 14 年度「土砂災害防止法に係る区域設定事前調査業務」報告書及びデータは使用しない 

①

①

③ ④

②

③
②

⑤

⑤

⑥

④ 

④

④
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様式 3-3(2) 危害のおそれのある土地等の調査等 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②法規制区域・地区の有無は正しく記載されているか。 

・運用マニュアル基礎調査編 1.5 を参照し、最新の指定状況が必要な項目は資料調査を実施する。 

 

③備考に出典が記載されているか。  

①

①

③②



- 24 - 
 

様式 3-4 人家等の建築構造状況図  

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③図面の表示縮尺は適切か。 

・危害のおそれのある土地の区域全体が表示できているか確認する。 

・A4、1：2,500 を基本とし、様式が複数枚になった場合は様式タイトルの末尾に(○/○)を追記する。 

 

④人家がある場合、様式 3-3(1)に記載した戸数と整合しているか。 

・様式 3-3(1)に記載した危害のおそれのある土地及び著しい危害のおそれのある土地の人家戸数とシンボル

の数の整合を確認する。 

・著しい危害のおそれのある土地内にある人家については、建築構造が記載しているか確認する。 

 

 

 

 

①

①

②

③ 

⑥

⑦

④ ⑤ ⑧ 

⑨ 
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⑤公共的建物及び要配慮者利用施設がある場合、様式 3-3(1)に記載した戸数と整合しているか。 

・様式 3-3(1)に記載した危害のおそれのある土地及び著しい危害のおそれのある土地の公共的建物及び要配

慮者利用施設とシンボルの数の整合を確認する。 

・著しい危害のおそれのある土地内にある公共的建物及び要配慮者利用施設については、建築構造が記載して

いるか確認する。 

 

⑥公共的建物・要配慮者利用施設がある場合、名称が旗揚げされているか。 

 

⑦共同住宅がある場合、戸数が旗揚げされているか。 

 

⑧区域に含まれる建物が明確に図示されているか。 

・シンボル（●）は主たる建物に図示する。 

・DM 及びオルソ画像にない建物（保全対象となるもの）を発見した場合は、図面に直接建物形状を図示

する。 

・DM 及びオルソ画像にある建物を現地で確認した結果、存在しない建物は図面の建物形状の上に×印を

図示する。 

 

⑨区域内に保全対象がない場合は、「人家等なし」とコメントされているか。 

・区域内に保全対象となる建物がない場合は、「人家等なし」と記載したテキストボックスを添付する。 
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様式 3-5 土地利用状況図 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③図面の表示縮尺は適切か。 

・危害のおそれのある土地の区域全体が表示できているか確認する。 

・A4、1：2,500 を基本とし、様式が複数枚になった場合は様式タイトルの末尾に(○/○)を追記する。 

 

④図面は DM＋オルソとなっているか。 

 

⑤図面は基準地点、流線、横断測線を非表示にしているか。 

・著しい危害のおそれのある土地の区域、危害のおそれのある土地の区域のみの表示としているか確認する。 

 

⑥公共的建物及び要配慮者利用施設がある場合、施設名称が旗揚げされているか。 

  

①

②

①

④ ⑤ 

⑥

③ 
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様式 3-6 宅地開発の状況及び建築の動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②事前調査結果に基づき、各項目の増加、減少の割合が地域の状況を反映しているか。 

・平成 14 年度「土砂災害防止法に係る区域設定事前調査業務」報告書及びデータを使用する。 

 

 

 

  

①

①

②
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様式 3-7 写真・スケッチ・調査位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③図面の表示縮尺は適切か。 

・危害のおそれのある土地の区域全体が表示できているか確認する。 

・A4、1：2,500 を基本とし、様式が複数枚になった場合は様式タイトルの末尾に(○/○)を追記する。 

 

④写真の位置・向き・番号が様式 3-8 と整合しているか。 

・写真位置・向き・番号が様式 3-8 に記載されている写真と整合しているか確認する。 

・写真位置が密集している場合は、引き出し線を使用してわかりやすく表記する。 

 

  

①

①

②

③  

④ 
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写真整理項目 備考

①全景

設定した基準地点だけでなく基準地点候補がある場合は撮影し、様式4-1の根
拠がわかるようにする。

コメントが様式2-5及び4-1の根拠と整合しているか確認する。

流下方向が変化する地点やトラブルスポット等を撮影し、様式4-2の根拠がわか
るようにする。

コメントが様式2-5及び4-2の根拠と整合しているか確認する。

④対策施設の状況 対策施設は正面、堆砂状況、銘板がわかるように撮影する。

⑤公共的建物等の状況 公共的建物、災害時要配慮者関連施設、避難場所などを撮影する。

⑥土地利用状況 水路など土地利用状況を撮影する。

⑦明らかに土石等の到達しない範囲の状況 区域設定に影響を及ぼす微地形および人工構造物を撮影する。

区域を修正した根拠がわかるように撮影する。

コメントが様式4-9の根拠と整合しているか確認する。

写真での表現が困難な場合は、様式4-9に図示する。

砂防基盤図と現地地形に差異があり、現地確認により1次谷の起点を決定した
場合は、根拠となる写真を撮影する。

⑩砂防指定地等の看板

⑪崩壊跡地形

⑫その他

②基準地点の状況

③流下方向

⑧危害のおそれのある土地の状況

⑨現地地形とDMに著しい差異が認められる範囲の状況

様式 3-8 現地写真・スケッチ等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②必要な写真が整理されているか。 

・以下の内容について写真が整理できているか確認する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③調査年月日が記載されているか。 

・調査年月日は写真撮影日とする。 

①

③

①

② 
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様式 4-1 基準地点設定根拠図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③図面の表示縮尺は適切か。 

・基準地点を中心とする。 

・・A4、1：2,500 で基準地点候補全体が表示できない場合は、区切りのいい縮尺で作成する。 

 

④基準地点選定根拠は適切かつ明確に説明されているか。 

・基礎調査マニュアル 土-4・5、運用マニュアル基礎調査編 3.1 を参照して基準地点を設定しているか確

認する。（様式 2-5 にて説明） 

・基準地点候補が複数ある場合は、図面に位置と番号を示す。 

・様式 2-5 で採用されている基準地点と位置及び設定根拠が整合しているか確認する。 

 

⑤決定した基準地点番号が記載されているか。 

①

①

②

② 

③  

④

⑤ 

④
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様式 4-2 流下方向設定根拠図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③図面の表示縮尺は適切か。 

・基準地点から流下経路末端までが表示できているか確認する。 

・A4、1:2,500 を基本とし、見づらい場合は区切りのいい縮尺で作成する。 

 

④流下方向設定根拠は適切か。 

・以下のような地形条件を考慮して流下方向を設定しているか確認する。 

 ①現況流路：河川、渓流保全工、水路など  ②谷地形  ③地盤傾斜方向  ④土石流の直進性 

・流下方向候補が複数ある場合は、図面に位置と番号を示す。 

・様式 2-5 で採用されている流下方向及び設定根拠が整合しているか確認する。 

 

⑤決定した流下方向番号が記載されているか。 

  

①

①

②③ 

④ 

⑤ 

④
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様式 4-3 侵食可能断面調査位置図等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③図面の表示縮尺は適切か。 

・流域界全体が表示できているか確認する。 

・A4、1：2,500 で流域界全体が表示できない場合は、区切りのいい縮尺で作成する。 

 

④侵食可能断面積の適用区分は適切か。 

・新規断面、カルテ断面のどちらを採用したか記載する。 

 

⑤各谷次数に適切な位置で断面調査位置が配置されているか。 

・取り漏れがないか、取得間隔が離れすぎていないか、勾配や屈曲部が考慮されているか確認する。 

  

①

①

②

② 

③ 

④ 

⑤ 

② 
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様式 4-4 想定土石流流出区間の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②施設効果を考慮した侵食可能土砂量は適切か。 

・想定区間内の侵食可能土砂量の合計が正しく記載されているか確認する。 

・施設効果量を減ずる前の土石等の量の最小値は 1,000m3とする。 

 

③想定土石流流出区間の検討結果は適切か。 

・想定土石流流出区間で、最も「施設効果を考慮した侵食可能土砂量」が多い区間に“○”が記載され、それ

以外の渓流に“×”が記載されているか確認する。 

 

④入力値等の桁処理は適切か。 

・渓流長：整数（小数第 1位を四捨五入） 

・平均侵食幅・平均侵食深：小数第 1位（現地調査結果の値を入力） 

・平均侵食可能断面積：小数第 2位 

・侵食可能土砂量：10 の位（1の位を切上げ） 

 

⑤様式 4-5 の侵食可能断面の値（断面番号、侵食深、侵食幅）と表の値が合っているか。 

 

⑥計算結果があっているか（下限値 1,000 ㎥は評価せず、計算結果が入力されているか）。 

①

①

②

③ 

④ ⑤ ⑥
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様式 4-4（別紙） 施設効果量の検討（対策施設がある場合に作成） 

 

 

 

①施設効果量を考慮した侵食可能土砂量は適切か。 

・様式 4-4 の施設効果を考慮した侵食可能土砂量と整合するか確認する。 

・侵食可能土砂量－対策施設総効果量とイコールにならない場合があるため注意する。 

・運搬可能土砂量を採用する場合は、運搬可能土砂量を侵食可能土砂量で割った値（流出率）を各谷の侵食可

能土砂量に掛けて、その値を積み上げる。 

 

 

 

②侵食可能土砂量の値が 1,000 m3 以上になっているか。 

 

 

①

③

② 

18,360/21,600 = 0.85 ←流出率 
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③入力値等の桁処理は適切か。 

・侵食幅の入力値：小数第 1 位 

・侵食深の入力値：小数第 1 位 

・区間長の入力値：整数（小数第 1 位を四捨五入） 

・土砂量：整数（小数第 1位を四捨五入） 

・施設効果量：整数（小数第 1位を四捨五入） 
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様式 4-5 土石流により流下する土石等の量の調査結果 

（調査地点の現地スケッチ・写真、平均侵食幅、平均侵食深、侵食可能断面積） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②侵食幅、侵食深の現地スケッチ、表の数値、様式 4-4 の数値が一致しているか。 

 

③断面図と適合する写真が撮影されているか。 

・現地写真は侵食幅がわかるように撮影する。 

 

 

 

 

 

 

  

①

①

② 

③

② 

渓床状況の参考例（基礎調査マニュアル 土-14） 
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様式 4-6 流下方向・横断測線位置図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③ 図面の表示縮尺は適切か。 

・横断測線番号及危害のおそれのある土地の区域に該当する範囲が表示できているか確認する。 

・基準地点より上流 200m（もしくは尾根まで）及び横断測線全体が表示する。A4、1:2,500 で見づらい場合は、

区切りのいい縮尺で作成する。 

 

④最終の流下方向・横断測線が表示されているか。 

・基準地点、流下方向、横断側線が様式 3-1 と整合しているか確認する。 

  

①

①

②

③ ④ 

基準地点より上流の流線は 

200m まで表示する。 
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様式 4-7 縦断図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②表示が小さく見づらくないか、表示が途切れていないか。 

 

④ 縦断図の区域ラインは様式 3-1 の区域と整合しているか。 

・基準地点、著しい危害のおそれのある土地の区域の末端、危害のおそれのある土地の区域の末端の位置が示

されているか。 

・著しい危害のおそれのある土地の区域の末端以外の横断測線間隔は 20m となる。 

(基準地点下流に捕捉量を見込める対策施設がある場合は除く。運用マニュアル基礎調査編 3.7 参照。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 縦断図が、上流 200ｍ（もしくは尾根まで）および危害のおそれのある土地の区域を包含しているか。 

① 

a 

b 

a 

b 

著しい危害のおそれのある土地の区域末端

危害のおそれのある土地の区域末端 

① 

② ③ ④ 
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様式 4-8 横断図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②様式 4-10 で示されている全断面が表示されているか。 

・様式 4-10 に表示されている横断測線数と様式 4-8 の横断図数が一致しているか確認する。 

 

③危害のおそれのある土地及び著しい危害のおそれのある土地の範囲が正しく表示されているか。 

・危害のおそれのある土地及び著しい危害のおそれのある土地の範囲を示すラインが表示されているか確認す

る。 

・横断図が危害のおそれのある土地の範囲を包括しているか確認する。 

 

④横断図の区域ラインは様式 3-1 の区域と整合しているか。 

・右岸側と左岸側の危害のおそれのある土地及び著しい危害のおそれのある土地のラインが、様式 3-1 の図面

と整合するか確認する。 

・基準地点を背にして右側を右岸、左側を左岸とする。右岸はマイナス表示になる。 

・現地状況をもとに区域を修正した場合、横断図にも区域ラインにも反映されているか確認する。 

 

 

①

①

② ③ ④ 
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現地状況に合わせた区域 

→様式 4-9 にも反映する。 

区域設定支援システムで判定された

区域幅（比高 5m） 

修正前の左岸 

（比高 5m） 修正後の左岸 
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様式 4-9 危害のおそれのある土地の区域設定根拠図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③図面の表示縮尺は適切か。 

・用紙サイズは A4 もしくは A3 とし、1：2,500 で見づらい場合は、区切りのいい縮尺で作成する。 

・区域修正前の危害のおそれのある土地の区域全体が表示できているか確認する。 

 

④区域修正のラインは様式 2-6、3-1 と整合しているか。 

・様式 2-6 の区域設定に影響を及ぼす微地形及び人工構造物等の範囲と区域修正ラインが整合するか確認する。 

・様式 3-1 の区域形状と、本様式の区域修正ラインが整合するか確認する。 

 

⑤明らかに土石等の到達しない範囲の判断は適切か。 

・明らかに土石等の到達しない範囲の判断が適切かどうか確認する 

・区域修正をしている箇所については、旗揚げがされているか。また、根拠が適切か確認する。 

①

①

②

③ ⑤ ⑥ 

④ 
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⑥砂防基盤図と現地地形が異なる場合、イメージコンターを追加しているか。 

・現地調査時に、砂防基盤図上に表現されていない地形が確認された場合は、図面にイメージコンターを追加

し、現地地形を再現する。 

 

イメージコンターによる現地地形再現（例） 

 

⑦区域修正がない場合、「区域の修正なし」とコメントされているか。 

・区域修正がない場合は、「区域の修正なし」と記載したテキストボックスを添付する。 
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様式 4-10 危害のおそれのある土地等の区域設定に関する計算結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②最終の計算結果が記載されているか。 

・様式 3-2 と整合しているか確認する。 

 

③各パラメータが様式 2-1 の土質定数と整合しているか。 

 

④地盤勾配 2°未満まで計算結果が記載されているか。 

 

⑤Y、Rの判定は適切か。 

・様式 3-1 と整合しているか確認する。 

 

⑥著しい危害のおそれのある土地の区域末端以外の測線間隔が 20ｍ間隔になっているか。 

・最も下流側の著しい危害のおそれのある土地の区域以外、累加距離が 20m 単位になっているか確認する。 

  

①

①

② 

④ ⑤⑥ 

③ 

著しい危害のおそれのある土地の

区末端のみ、1m 間隔で測線を設定 
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様式 4-11 えん堤施設の安定計算結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①渓流番号、渓流名、所在地、調査年度、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②安定計算が必要な場合、安定計算結果を施設効果に反映しているか。 

・運用マニュアル基礎調査編 3.8 を参照し、安定計算が必要か確認する。 

<安定計算が必要な施設> ※管理者が不明な場合に適用 

・透過型砂防堰堤 

・部分透過型砂防堰堤 

・除石計画があり、貯砂量を施設効果量として見込む不透過型砂防堰堤 

※安定計算手法は土石流対策技術指針(案)（H28.4）に則る。 

 

③安定計算が必要でない場合、「安定計算の必要な施設なし」とコメントされているか。 

・安定計算が必要でない場合は、「安定計算の必要な施設なし」と記載したテキストボックスを添付する。 

①

①

② 

③


